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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。
「総選挙で増税阻止の国会つ

くろう」国会要請と代表者会議開く
★国会要請で４万の署名提出、共産党市田書記局長が激励

　消費税廃止各界連は２月４日、国会要請行動をおこない、中央団体と11県の代表約60人が参加しました。署名提出は衆議院第一議員会館第一会議室でおこない、全労連の大黒作治議長が「社会保障のためなどというごまかしを打ち破り、反貧困・生活危機突破の運動とあわせ増税阻止の運動をいまこそ強化しよう」と主催者あいさつ。日本共産党から市田忠義書記局長（参院議員）ら８人の国会議員が出席して４万余の署名を受け取りました。市田氏は「署名に託されたみなさんの思いをしっかりと受け止めて消費税増税を許さないために全力をあげる」と表明、金持ち減税・庶民増税の逆立ち政治に加え急速な景気悪化で国民が苦しんでいるときに、消費税増税で追い討ちをかける麻生内閣を追い詰め、共同の力で増税阻止のために奮闘しようと呼びかけました。愛知から参加した４人の代表、福岡県の代表が署名を手渡しました。
★急速に運動強め、総選挙の審判で消費税増税阻止へ

　消費税廃止各界連は２月４日午後、都内で全国代表者会議を開催、19の中央団体・加盟団体、29都道府県の代表92人が参加しました。新日本婦人の会の高田公子会長が「いよいよ各界連の出番。貧困と格差の進行する中、庶民いじめの消費税増税を阻止するために力を合わせよう」と主催者あいさつ。日本共産党の小池晃政策委員長（参院議員）が国会報告で、法案の付則に消費税増税の道筋を書き込んだことを厳しく批判し、大企業・大資産家への応分の負担を求め軍事費をはじめとしたムダを見直すことで社会保障財源を生み出せることを指摘し、消費税増税阻止へ共同のたたかいを強めることを呼びかけました。嶋岡千年事務局長の方針提起を受け14人が発言。「団地に事前に署名用紙を配布し、１日で1377人分の署名を集め、６千を超える署名で区議会請願」（東京・北区）、「地域各界連を継続して再開し、宣伝グッズの工夫、ニュースの継続発行などに努力」（埼玉）、「あらゆる立場の業界団体対象に訪問を続け、３月31日にはロングラン宣伝を計画」（愛知）、「森永卓郎氏の講演会に向け500団体申し入れ、10万ビラなど大宣伝し950人参加で成功。総選挙の候補者アンケート、政党懇談にも努力」（京都）「労組にも呼びかけ多数の署名を集約している。戸別訪問している阿賀野では早急に地域住民１割達成めざす」（新潟）、「付則への増税書き込みは軽視できない。運動の担い手を増やし草の根の力で国民の声を聞く国会をつくろう」（なくす会）などの発言が相次ぎ、各地の経験に学んで急速にたたかいを強め、総選挙で増税勢力に審判を下すために奮闘することを決意しあいました。
とんでもない消費税増税の付則明記、「税金は金持ちから取れ」の声　＜中央各界連の１月行動＞
中央各界連は1月23日、新宿東口で定例の1月宣伝行動をおこない、９団体、19人が参加しました。全日本年金者組合中央常任委員の松岡勉さん、新日本婦人の会副会長の玉田恵さん、全国保険医団体連合会事務局の岩川修さん、消費税をなくす全国の会常任世話人の臼田弘子さん、日本共産党衆議院東京比例ブロック代表候補の池田真理子さんがマイクを握り、消費税増税が09年度税制「改正」関連法案の付則に盛り込まれた危険性や消費税が社会保障のためになっておらず、法人税減収の穴埋めに使われたこと、消費税増税ではいっそう貧困と格差をひどくするばかりであること、減収になっても大もうけをあげてきた大企業・大資産家に応分の負担を求めることが大事なことを訴えました。
30代の男性は「建設作業員をしていたが失業中。サウナや友人宅を転々していて住所は無い。どんな形でも増税されたらこれ以上やっていけない」と住所なしで名前だけ署名。40代の専業主婦は「中３と高２の子どもがいる。授業料など教育費がかかっており、消費税が上がればその分のしかかってくる。麻生さんは豪邸に住んで、毎日外食に出ている。麻生さんのようにお金のある人から取るべきだ」と怒りの声。75歳の年金生活者は「年金をもらい始めたころは、楽ではないがある程度暮らせた。しかし、介護保険や国保料、税金も上がって苦しくなってきた。30年も40年も税金を払ってきた人間からまだ取るのか。今の政治家は私服を肥やす人間ばかり。昔の政治家は、全財産を失った人もいる。なのに、このご時世で政党助成金を廃止する気も無い。廃止して景気対策に回せ」との声を寄せました。　　　　　　　（代表者会議の発言、各地の1月、2月行動は続報で紹介します）
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